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住宅確保要配慮者とは・・・

・借りていたアパートの大家さんから、取り壊すので出てくれと言われた。

・夫婦のどちらかが亡くなり、家賃負担が増えたため家賃が払えない。

・住み慣れた住宅が災害で壊れてしまい、使えなくなってしまった。

低額所得者、高齢者、障害者など住まいの確保に困っている方を
言います。

たとえば、こんなとき・・・

家を探しても・・・ 見つからない・・・
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住宅確保要配慮者の入居に対して、賃貸人の一定割合は拒否感を有しており、
入居制限がなされている状況です。

入居制限する理由

入居制限の状況
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居住支援法人の支援業務

・登録住宅に入居する住宅確保要配慮者への家賃債務保証

・賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供・相談等の入居支援

・見守りなど住宅確保要配慮者への生活支援

・そのほか、上記業務に附帯する業務

○ 住まいに困窮する方に対して、住まいの確保や安定に資する支援業務を行っている法人を、
都道府県が居住支援法人として指定します。

○ 指定により、県ＨＰ等を通して支援業務を行う団体として広く周知され、居住支援協議会と
連携して支援業務を行います。

○ 令和７年２月末時点では、宮城県では１６法人を指定しています。

○居住支援法人は、住宅確保要配慮者の状況を踏まえて必要な支援を検討し、住宅確保要配慮者

にあった住まいの確保、入居後の支援といった個別支援を行っています。

○居住支援法人は必ずしもすべての支援業務を行う必要はなく、一部の区域や、一部の属性の住

宅確保要配慮者に限った支援があります。

ポイント
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宮城県

「いつまでも自分らしく
豊かな住生活を送るため」

加齢により身体機能が低下して
いくことなどを見据え，

高齢期を迎える前の早い段階から
将来の住まいのあり方を意識

しましょう。
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